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令和７年３月 28日（金） 

総務省統計委員会担当室 

前回までの部会の議論について 
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１．統計の対象としてのデジタル化 

（１）総論 

 統計の対象としての経済のデジタル化については、民間では相当詳細な 

データの把握が進められている。公的統計においてどのデータをどこまで

把握することが必要あるいは適切かが論点となろう。（第１回） 

（２）統計的把握の対象に関する議論 

ア）デジタルＳＵＴ、電子商取引関連 

 デジタル SUT を作成する上では、まずは電子商取引を把握する必要があ

り、その先に、物流や金融を含めた幅広いデジタル取引の把握が必要とな

る。（第２回） 

 電子商取引については、物販、サービス、金融と幅広く、国内外の取引を

含めてボーダレス化している分野も多いので、公的統計において把握すべ

き電子商取引の対象の定義について検討すべきである。（第１回） 

 電子商取引（デジタル注文）の把握として、企業の売上（収入）金額に占

める電子商取引の割合を可能であれば詳細な産業分類別に把握すること

ができればよい。（第２回） 

 取引形態として、デジタルを通じたか否かを産業や部門ごとに捉えること

は重要。（第２回） 

 デジタル財／デジタル産業の投入・産出構造は、非デジタル財／非デジタ

ル産業とは異なると考えられることから、仕分けて把握できればよい。（第

２回） 

 電子商取引については、国際機関や海外諸国において統計的把握に向けた

様々な取り組みがなされているが、調査実施に当たっては多くの課題や論

点がある。この点、海外諸国の調査実態についてヒアリング調査を行うこ

とは有益と考えられる。（第４回） 

イ）ＤＸ関連 

 電子契約は、紙および印鑑からデジタル形式に変わるものと理解したが、

デジタル化することで、契約の中身や仕方自体が変わっていくのではない

か。（第２回） 

 DX の効果を捕捉する観点から、品質管理に関するデータについても議論

してもらえるとありがたいと思う反面、経験から把握は難しいと感じてい

る。TQM を議論する中で、例えば、エンジニアに対する QC 教育の効果測

定をどうするかについて、財務的な効果がどうかということは学会におい
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ても難しい課題と認識されている。（第２回） 

ウ）国際収支関連 

 日本は、国際収支統計において、デジタル収支が赤字である。デジタル赤

字として、専門・経営コンサルティング企業に支払を行っていると考えら

れるが、それにもかかわらず付加価値を生み出すような DX が進まない要

因について、把握することを検討するとよい。（第２回） 

エ）市場の構造変化関連 

 デジタル化により、匿名大衆を対象とした物と金の交換市場から、個客の

特定や体験の把握が可能な顕名市場 （共創市場、つながりの市場）へシフ

トしている。（第３回） 

 デジタル化による市場構造の変化により、財やサービスの生産と流通とい

う、物を作って売るところまでの視点から、事業境界を越えるデータ活用

により、社会全体に価値創造の連鎖が起こるエコシステムの視点、すなわ

ち売った後も大事という、社会と共創する視点が重要になっている。（第

３回） 

 エコシステムが、社会に与えたインパクトを可視化、数値化することも大

事なのではないか。エコシステムがお金以外の視点も含めてどう影響する

か考えたい。（第３回） 

 共創を統計的に捉えるために、ウェルビーイングを統計で調査することが

考えられるが、国内ではまだ資本と生産の効率を重視する指標が使われて

いる。海外では、顧客満足度やロイヤルティといった指標が当たり前に使

われている。（第３回） 

オ）その他 

 デジタル経済を把握する中で、シェアリング・エコノミーの把握について

も、10～20年来の難しい課題と承知しているが、できるとよい。 （第２回） 

 データに係る価値の把握は大事なポイントと認識。データをどのように扱

うかというのは、企業によって考え方が違うと想定されるので、部会にお

いて企業にヒアリングを行う機会を設けて、参考にしながらも有意義な指

標を検討できればよい。（第１回） 

 （SNA の生産境界外のデジタル生産物である）無償サービスについては、

金額では測れないところもあるが、計量経済学的には手法があるので、そ

れを用いて推計及び評価することを検討するとよい。（第２回） 

 デジタル配信に関する輸出入に関連して、財・サービスのグローバルな流
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れをどのように把握するかについて、検討すべきではないか。2025SNAに

おいて、デジタルの知的財産生産物をどのように捉えるのかが議論されて

いるので、注視するとよい。（第２回） 

 デジタル化に伴う物価指数・デフレーターへの影響も課題。デジタル化に

よって財・サービスの出現・消滅の頻度が高まっている中、いかにして指

数などを作成するのが適当なのか。（第２回） 

 デジタルの進展に関して世代間格差がある。若い人のほうがデジタルを使 

用しており、特にサブスクで顕著である。デジタルプラットフォームは、 

高所得の若者が使用している傾向があることから、世代内格差も注視した 

い。（第３回） 

（３）統計的把握の方法論に関する議論 

 デジタルを調査することと、サービスを調査することについては、ともに

困難さが類似していると認識。サービスについては金額情報や質に関する

情報、競争情報等様々な情報の把握が困難であるが、技術が進んでいる中

で、デジタルを捉えるという過程で（サービスの把握についても）一気に

解決するようなことができればよい。（第１回） 

 デジタル経済の把握には、既存の政府統計に新しい質問項目を入れるとか、

新たな政府統計を独自に作るといった方法もあるが、一つの現実的なやり

方として、様々な調査、学術、政府、民間枠を超えてデータを収集し、あ

る種のダッシュボードを作るのが適当と考える。（第３回） 

 既存の調査に新規の調査項目を加える議論には相応の時間を要するが、そ

の間に経済のデジタル化が急速に進み、実態が変わってしまう可能性もあ

るので、既存の調査とは別の調査を実施した方が良いのではないかという

印象を持っている。（第４回） 

 様々な省庁が違う形でデータを取ることを考えたときに、データ取得に統

一性を持たせることが重要。総務省政策統括官（統計制度担当）、総務省

統計局などが連携しつつ、統計委員会のアドバイスを受けながら、各省の

いろいろな取組を含めて政府全体として進めていく必要がある。 （第４回） 

（４）部会での議論の方針 

 デジタル経済の把握については、BtoC・BtoB やマクロ・ミクロかなど多 

種多様な側面があるため、把握する目的に応じて提案も変わってくる。と 

はいえ、デジタルを狭義にとらえると議論を限定してしまうので、優先順 

位をつけながらも広くデジタルという言葉を理解して議論ができるとよ

い。（第１回） 



5 

 

２．統計調査のデジタル化 

（１）総論 

 デジタル経済に統計調査のプロセスが対応できていればよいが、できてい 

ないときには、従来のプロセスにこだわらない、新しい統計作成のプロセ 

スも含めて検討していくことも必要ではないか。（第１回） 

 統計部局はデータ駆動型社会の手本・推進力となるべきであり、DX を統 

計部局が率先して活用していってほしい。それにより、ユーザーに速報化、 

精度向上、利便性向上、報告者に負担軽減の恩恵を。（第２回） 

 統計データの収集・作成のデジタル化の点では、従来型の標本調査プラス 

アルファの努力（機械学習・計量経済学の組合せの可能性）が必要ではな 

いか。（第２回） 

 統計調査のデジタル化については、公的統計基本計画において、オンライ

ン調査の推進、ビッグデータ等の活用、統計ユーザーの利便性向上、統計

利活用の推進といった様々な対応が定められており、各府省において取り

組みが推進されている。（第４回） 

 公的統計のデジタル化については、統計作成プロセス全体にわたっての一

気通貫でのデジタル基盤がようやくできはじめたものと理解。（第４回） 

 今後、基本計画に寄り添いながら、単年度では実現できない課題について

も、中長期的な計画及び取組を５～10 年のスパンでしっかりと考え、実

現していくことが必要ではないか。（第４回） 

（２）統計に関する各府省共通システム 

 デジタル技術の進化が急速化する中で、（１つのシステムへの）作り込み

による統計機能整備には限界があるので、例えばクラウドや生成ＡＩとい

った機能の活用によって、「作る」から「使う」へ転換し、技術や社会の

進化に対応できるような整備をしていくことが必要である。（第４回） 

 各省の業務にどのように寄り添ったデジタル基盤を整備していくかとい

うことが重要であり、各省の統計業務プロセスにおいてどのように使われ

ているかという、具体的な業務の視点を見過ごすと、使われない仕組みに

なってしまう可能性がある点には留意が必要。（第４回） 

 ＡＩは日進月歩で技術が発展しており、統計ユーザーの利便性向上のため、

諸外国の状況なども踏まえつつ適切な活用の在り方を考えていくことは

重要。（第４回）
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（３）オンライン調査の推進 

 オンライン化が統計作成の効率化や正確性向上にどの程度寄与している

かについて考えることは重要。例えば、オンライン回答率上昇によって催

促件数・疑義照会件数や期日までの欠測値がどの程度減るか等の傾向をフ

ォローする必要がある。また、実査において直接調査票を紙で回収するケ

ースでは、地方の調査実施機関と調査対象企業間の信頼関係・つながりと

いうのもあるので、オンライン化によって、そうした「数値では測れない

部分」が失われることの影響も考えていく必要がある。（第４回） 

（４）多様な情報源の活用 

 ビッグデータのほか、シチズン・サイエンス（一般市民によって行われる

科学的活動）などによって提供されるデータなど、新たなデータ源の拡充

にも注目する必要がある。（第４回） 

 デジタル化が進み様々なデータが利用可能となる中では、既存の統計情報

とビッグデータ等の外部の情報など、データとデータの掛け合わせによっ

て様々な示唆が得られる可能性に注目する必要がある。（第４回） 

 実査での直接的なデータ取得と、ＰＯＳデータなどの外部データソースの

併用は重要。加えて、中間的なデータとして、他府省の行政記録情報の活

用もあり得る。活用の仕方にはいろいろなパターンがあり、段階的に進め

られている。関係省庁のデータ様式が一つの検討課題である。（第４回） 

（５）デジタル人材 

 統計を担うデジタル人材の育成が急務である。デジタルスキルを統計業務

に係る職員のコアスキルと位置付けて、統計に強いデジタル人材、職員の

育成を進めていただければと思う。（第４回） 

（６）データの提供・取り扱いに関連する課題 

 顕名市場やエコシステムについては、データが重要であり、その際、個人

情報保護への配慮が必須と考えるが、本邦では事業者と消費者の信頼関係

の構築が課題であり、さらに第三者への提供のソリューションも必要であ

る。（第３回） 

 データ提供者(消費者)と利用者との同意に関する理解の非対称性は懸念

される。利便性の向上は、産業側だけでなく消費者、生活者側から長期的

視野に立ったウェルビーイングの観点から吟味する必要がある。ウェルビ

ーイングとして何を統計として捉えていけば良いのかの議論も必要であ

る。（第３回） 
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 デジタル化によって供給者側が需要者側よりも強くなる傾向がどんどん

と進んでいく。情報はすべて生産者側がもっているのでバーゲニングして

くるし寡占化が進む。それにより消費者余剰にロスが生じる懸念がある。

（第３回） 

 諸外国ではデータの越境規制やデータを政府がコントロールするところ

が多くなっている。政府が持つ豊富なデータの利用については、公私の峻

別をすべき。その観点からは日本の法規制は緩いように考える。データの

価値を踏まえた統計制度も考えていかなければならないのではないか。

（第３回） 

 データの実際の利活用状況・事例（ベストプラクティス）や、把握されて

いるニーズを公表してもよいのではないか。また、最近では教育機関での

データ活用が広がっているので、ニーズの高い領域に重点を置いて整備を

進めるというのも必要ではないか。（第４回） 

（７）アンケート調査に関連する課題 

 回答者自体の特性により生じる各種のバイアスの影 響、所謂セルフレポ

ートの問題は、オンライン調査ではより重大視される。 対応として、誤

解や回答のブレが極力小さくなるように設問票を徹底して しっかり作り

込む必要があると考えられる。（第３回） 

 委託によるインターネット調査を行う場合は、業者がサンプリングをうま

くできるか見極めることが大切。（第３回） 

 インターネット調査会社のサンプルに入ってこない日本語ネイティブで

ない人の調査は、今後重要になってくるが難しいのが現状である。さらに、 

失業すると会員をやめる人が多く、調査対象から外れてしまうなどといっ

た点にも注意が必要である。（第３回） 

（８）部会での議論の方針 

 全ての部会に共通の課題としてデジタル化がある中、横串を刺して議論が

できるデジタル部会の強みを生かして、これからも部会での議論を深めて

いく。また、統計調査のデジタル化に関する各府省の様々な取り組みや努

力について、部会として後押しをしていきたい。（第４回） 


